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2016 年児童福祉法改正で初めて子どもの権利の理念が法定化された。また予防が重視され、かつ

市区町村は家族への支援の役割を担うことと規定された。児童福祉法改正前に開催された 2 つの委

員会の経過から、児童福祉法改正における市区町村の課された支援役割を中心に論じた。要保護児

童対策地域協議会・調整機関調整担当者の専門職化については評価されるが、予測される市区町村

の支援の増加にみあうマンパワー問題などの課題は多い。 
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はじめに 

児童福祉法に関する大きな改正は 2016 年 6 月 3 日に公布され、公布日、2016 年 10 月、2017

年 4 月に段階を踏んで施行されている。また検討規定ももうけられた。改正は、理念、虐待予防、

市区町村の支援、児童相談所の機能強化、自立にむけた社会的養護のありかたなどからなるが、

本稿では、市区町村を中心に、改正に至る経過と論点、及び改正の評価と課題について論じる。 

    

Ⅰ．改正に至るまでの動きについて 

2016年改正に至るまでには主として 3つの委員会が関わっていることからその経過を要約した

い。 

１．「児童虐待等保護事例の検証に関する専門委員会」（子ども虐待死亡事例検証委員会

と略す）から「児童虐待防止対策の在り方に関する委員会」（児童虐待防止のあり方

委員会と略す）の立ち上げ 

「子どもの虐待死亡事例検討等の検証結果等について第 10 次報告」の特集として 0 日 0 歳児死

亡が取り上げられた 1）。第 1 次死亡事例報告（2005 年）以降、心中以外の虐待件数に占める 0 歳
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児の割合は 4 割以上を占め続け、2009 年には「乳児全戸訪問事業：こんにちは赤ちゃん事業」や

養育支援訪問事業などの整備がなされたものの、0 歳児死亡事例の割合は減少せず、その解決案

が早急に求められためであった。それを受けた形で第 10 次報告書提出された同年 2014 年 9 月に

「児童虐待防止のあり方委員会」が立ち上がった 2）。2014 年 9 月から 12 月までは予防や初期対応

の在り方、要保護児童対策地域協議会の協議がなされたが、2015 年 3 月に社会的養護関係を中心と

した会議と統合されることとなった。会議の後半第 6 回目からは被害児童の自立に向けた支援の在

り方の現状と課題や社会的養護の在り方が論議された結果、会議は 2015 年 8 月まで延長された。 

また、2015 年 8 月に「児童虐待防止のあり方委員会報告書」が提出されると同時期に、児童虐

待防止対策強化プロジェクトが副大臣側から提出された 3）。この間子育て包括支援センターを全

国展開することが決定された。2015年 9月から「新たな子ども家庭福祉のあり方に関する研究会」

が発足し、委員会報告やプロジェクトの課題に対しさらに協議されることとなった 4）。委員会開

催中に、別途進行していた子どもの貧困対策会議においては、同年 12 月には「すくすくプロジェ

クト」が立ちあがった。すべての子どもの安心希望のプロジェクトとして、1 つはひとり親家庭、

多子世帯自立応援プロジェクトと、抱き合わせに児童虐待防止対策プロジェクトの 2 本柱で構成

されることとなった 5）。前者は児童扶養手当の改正にあり、児童虐待に関しては法改正をめざす

ものであった。 

   

２．「新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会」（新たな子ども家庭福祉のあ

り方委員会と略す）の立ち上げ 

「児童虐待防止のあり方委員会」時に、委員から提出された「支援拠点の創設」や、増加し続

ける通告についての対応策、児童福祉そのものの理念のみなおしなどに関し継続して協議する必

要性があった。そのため 2015 年 9 月には児童福祉法改正を目的とした「新たな子ども家庭福祉の

あり方委員会」が立ち上がった。表 1 は、2 つの委員会報告及びアクションプランとして提出さ

れた項目の一覧である。 

「新たな子ども家庭福祉のあり方委員会」においては、全体会議及び、新たな児童虐待防止シ

ステム構築輪検討ワーキンググループと新たな社会的養護システム構築検討ワーキンググループ

に分かれて審議された。 

 

３．両委員会の関係 

委員会の検討項目について 2 つの委員会においての関係性をみていくと、 

①「児童虐待防止のあり方委員会」においては、0 歳児死亡の割合が高いことから「妊娠期から

の支援の必要性が特徴づけられ、母子保健が予防に貢献すること」が確認された。「新たな子ど

も家庭福祉のあり方委員会」では、「虐待対策についての母子保健の位置づけの必要性」が報告
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書に提出された。母子保健や虐待予防であるという点が児童福祉法改正及び、母子保健法改正

につながっていった。 

②「児童虐待防止のあり方委員会」では、市区町村の育児支援の充実やサービスメニューの拡大

や、基礎自治体の基本整備や地域の支援機能の拡大の必要性が強調された。これについては「新

たな子ども家庭福祉のあり方委員会」では、「市区町村の地域拠点の在り方の整備の必要性」や

「要保護児童対策地域協議会調整機関の専門性の強化」に引き継がれた。なお「支援拠点」は

東京の子ども家庭支援センターがモデルであることが示された 6）。 

③「児童虐待防止のあり方委員会」では児童相談所と市区町村の初期対応や役割分担の検討及び

共通ダイヤル 189 に対応する対策が論議され、「新たな子ども家庭福祉のあり方委員会」では制

度構築に関する推進派と慎重派に分かれ、継続して検討がなされることになった。 

 

表 1．2014 年～2015 年 8 月までの委員会報告書項目とアクションプラン項目 

（注 市町村（特別区を含む）との政府資料にもとづき、市区町村とは表記はしていない） 

児童虐待防止対策のあり方に関する 

専門委員会報告書 
児童虐待防止強化プロジェクト

新たな子ども家庭福祉のあり方

に関する専門委員会 

2014 年 9 月～2015 年 8 月 2015 年 8 月 2015 年 9 月～2016 年 3 月 

(1)妊娠期からの切れ目のない支援の在り方について妊

娠期からの相談しやすい体制、特定妊婦に関する情報提

供出産しやすい環境づくり 

(2)初期対応の迅速化や的確な対応のための関係機関の

連携強化 関係機関のアセスメントの共有、方針、役割分

担の明確化の重要性、市と児童相談所の役割分担、児童

相談所の職員配置、児童相談所と市の人事交流、民間活

用について 

(3)要保護児童対策地域協議会の機能強化 すべての地

域での協議会設置、協議会参加機関からの情報提供、実

務者会議の運営の工夫 特定妊婦、要支援児童の定義

や支援方法の開発、養育者の精神保健、医療、専門性・

研修の必要性 

(4)児童相談所が虐待通告や子育ての悩み相談に対して

確実に対応できる体制整備 ①体制強化 配置、弁護士

関与、警察連携 189の導入 ②役割分担の明確化（内部

での介入と支援機能の分担）及び市町村との関係でのシ

ステム化、トリアージセンター ③NPO とのパートナーシッ

プ ④児童家庭センターとの連携 ⑤司法関与 保護者

指導 

(5)緊急時における安全確認、安全確保の迅速な実施 

(6)児童の安全確保を最優先した一時保護の実施 運営

問題、整備、質など 

(7)親子関係再構築等のための取り組み ①親子関係構

築における介入機能と支援機能の分離 ②養護施設機

能の明確化 ③親子関係のための子育て援助活動支援

事業や地域子育て支援利用 ④特別養子 ⑤家庭復帰 

(8)措置児童の確実な自立につなげていくため、施設、里

親等に養育されている間に必要な取り組み 里親委託後

の支援 

(9)退所者の円滑な自立のための居場所づくりの取り組み

と工夫 自立の在り方 年齢、退所者の居場所等 

(1)発生予防の強化 子育て家庭の

アウトリーチ 

(2)関係機関の情報共有による最適

な支援 役割の明確化を踏まえ、共

通の判断基準によるアセスメント実

施 

(3)自立支援のフォロー 

(4)児童虐待防止対策の継続的な見

直し（都道府県及び市町村の役割分

担及び介入と支援の在り方 司法関

与、里親委託、特別養子縁組の推進

など 

(1)総論 

①理念、②子どもと家庭の支援、③国・

都道府県・市町村の責務 

(2)全体に関する制度 

児童福祉法の対象年齢 

子ども家庭支援を担う専門職の資格化 

専門職の配置・任用要件の見直し 

子どもの権利擁護に関する機関の創設 

特別養子縁組制度の見直し 

統計（データベース）の整備と検証の強

化 

(3)市町村 地域子ども家庭支援の拠点

の整備 

就学前の保育・教育の質の向上 

虐待対策における母子保健の位置づ

け 

(4)児童相談所関係 

通告・初期対応システムの整備 

介入・支援機能の分化 

支援マネージメント案 

一時保護・アセスメント機能の整備 

司法関与の在り方 

通所・在宅支援における措置の在り方 

(5)社会的養護 

継続的な自立支援のシステムの構築 

厚労省資料より加藤まとめ 
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Ⅱ．児童福祉法改正 

改正は、「児童虐待防止のあり方委員会」、児童虐待防止強化プロジェクトを受け、「新たな子ど

も家庭福祉のあり方委員会」において検討された内容を中心に法定化された。 

ポイントは、表のとおりの項目となる。「児童虐待防止のあり方委員会」では 9 項目について審

議し、「新たな子ども家庭福祉のあり方委員会」の 5 領域から審議をし、児童福祉法は、大きくは

4 つの領域での改正がなされた。1. 児童福祉法の理念の明確化 2. 児童虐待の発生予防 3. 児童

虐待発生時の迅速・的確な対応 4. 被害児童への自立支援 （1）親子関係再構築支援 （2）都

道府県業務（児童相談所等）として、里親の開拓から児童の自立支援までの一貫した里親支援を

位置づける （3）養子縁組里親を法定化するとともに、都道府県の業務として養子縁組に関する

相談・支援を位置づける （4）自立援助ホームについて、22 歳末までの間にある大学等就学中

のものを対象とする。 

1 は大改正となる理念の明確化である。2 から 3 については、虐待予防対策における市区町村、

児童相談所体制強化を打ち出している。また 4 については社会的養護の観点から被害児童への自

立支援が中心である。また、引き続き検討すべき内容としては検討規定等で項目を挙げている。 

 

表 2．児童福祉法改正の要点 

 
2016 年厚労省ホームページより  

 

 

児童福祉法改正

１．児童福祉法の理念の明確化
(1)児童は適切な養育を受け、健やかな成長・発達や自立等を保障されること等の権利を有する
(2)国・地方公共団体は保護者を支援するとともに、家庭と同様の環境における児童の養育を推進するものとする
(3)国・都道府県・市町村それぞれの役割・責務を明確にする
(4)親権者は児童のしつけに対して、監護・教育に必要な範囲を超えて児童を懲戒してはならない
２．児童虐待の発生予防
(1)切れ目ない支援　母子健康包括支援センターの設置
(2)支援を要する妊婦等を把握した医療機関や学校は、その旨を市町村に情報提供するよう努める
(3)母子保健が児童虐待の発生予防・早期発見に資することを明確化する
３．児童虐待発生時の迅速・的確な対応
(1)市町村は、児童等に対する必要な支援を行うための拠点の整備に努める
(2)市町村は設置する要対協の調整機関について、専門職を配置する
(3)特別区は児童相談所を設置するものとする
(4)都道府県は、児童心理司、医師又は保健師、指導教育担当の児童福祉司を置く
(5)児童相談所から求められた場合、医療機関、学校は被虐待児等に関する資料を提供
４．被害児童への自立支援
(1)親子関係再構築支援　　施設、里親、市町村、児童相談所など関係機関等が連携して行う
(2)都道府県業務（児相）として里親の開拓から児童の自立支援までの一貫した里親支援を位置づける
(3)養子縁組里親を法定化するとともに、都道府県の業務として養子縁組に関する相談・支援を位置づける
(4)自立援助ホームについて、22歳末までの間にある大学等就学中のものを対象とする
検討規定等 特別養子制度の利用促進の在り方、2年以内児相業務の在り方、要保護児童の通告の在り方、児童
福祉業務従事者の資質向上の在り方、5年以内に中核市児童相談所設置への支援等の措置
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Ⅲ．児童福祉法改正の評価と課題 

１．理念の明確化 

第 1 条の理念の改正については、1947 年児童福祉法から 70 年目、1994 年の子どもの権利条約

批准から 22 年目となる大改正となった。 

第 1 条の変更は以下の通りである。 

 

①第 1 条の始まりは「すべて国民は」から「すべて児童は」へ代わり、子どもの権利にのっとり、

自立に至るまで保障されることとなった。  

②第 2 条においては新たに子どもの意見尊重及び、最善の利益の優先が明記された。また子ども

の権利条約にのっとり、保護者が第一養育責任者であることが明記された。 

行政と保護者の関係についても、以下の通り、第 3 条においても明記された。  

 

①児童が家庭において健やかに養育されるように保護者を支援 

②家庭における養育が適当でない場合、児童が「家庭における養育環境と同様の養育環境」にお

いて継続的に養育されるよう、必要な措置をとる。 

③②の措置が適当でない場合児童ができる限り良好な家庭的環境で養育されるよう必要な措置を

とる。 

①では子どもの権利条約にのっとり親は第一養育責任者であること、その親が子どもを養育す

るために、自治体は親を支援するという仕組みが明確になった。なお、この保護者支援には里親、

養子縁組家庭も含む。②③で家庭的養護、社会的養護についても法的規定が加わったことを意味

する。 

「子どもの最善の利益」の優先に関する今後の課題は、子どもが主体であるものの、子どもの

（新）

第１条 全て児童は、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、適切に養育されること、その生活を保障されること、愛さ
れ、保護されること、その心身の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られることその他の福祉を等しく保障される権
利を有する。

（旧）

第１条 すべて国民は、児童が心身ともに健やかに生まれ、且つ、育成されるようつとめなければならない。②すべての児童
はひとしくその生活を保障され、愛護されなければならない。

新設

第２条 全て国民は、児童が良好な環境において生まれ、かつ、社会のあらゆる分野において、児童の年齢及び発達の程
度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮され、心身ともに健やかに育成されるよう努めなければ
ならない。

２ 　児童の保護者は、児童を心身ともに健やかに育成することについて第一義的責任を負う。

新設

第３条の２ 国及び地方公共団体は、児童が家庭において心身ともに健やかに養育されるよう、児童の保護者を支援しな
ければならない。ただし、児童及びその保護者の心身の状況、これらの者の置かれている環境その他の状況を勘案し、児
童を家庭において養育することが困難であり又は適当でない場合にあっては児童が家庭における養育環境と同様の養育環
境において継続的に養育されるよう、児童を家庭及び当該養育環境において養育することが適当でない場合にあっては児
童ができる限り良好な家庭的環境において養育されるよう、必要な措置を講じなければならない。
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意見をどのように把握し子どもへの支援を広げていくのかという点にある。家庭同様の養育の推

進についての方策もさらに検討をされていくことになった。 

 

２．予防・発生について 

改正された母子保健法第 22 条においては、母子保健の位置づけが法定化され、発生予防、早期

発見を資するものとして母子保健の役割が明確になった。母子健康包括支援センター（子育て世

代包括支援センター）は、妊娠から切れ目のない支援をスタートさせる要の役割を担う。 

市区町村の母子保健においては虐待対応に消極的であった地域もあったが、子育て支援事業、

養育支援訪問事業などの連携において、母子保健と相談業務が連携し情報共有がなされていくこ

ととなった。また、特定妊婦への情報共有・支援が法定化されることにより、医療機関、保健を

含め市区町村・児童相談所においても適切に対応することが求められることになった。特定妊婦

は要保護児童対策地域協議会の進行管理の対象として認識され、関係機関連携・支援が促進され

ることが課題となる。さらには母子保健と子ども家庭相談（虐待対応窓口・要保護児童対策地域

協議会・調整機関）、子育て支援サービス領域との情報交換や連携、役割分担の体制づくりをどう

していくのかという点である。 

特定妊婦、要支援児童の定義や判断基準については市区町村間でかなりのばらつきがある。市

区町村によっては、母子保健・医療の役割のみに偏りがちとなっているが、今後は子ども家庭相

談（虐待対応窓口・要保護児童対策地域協議会調整機関）との役割分担つまり、福祉と保健・医

療の連携対応が必要となる 7）。 

   

３．発生時の迅速対応 

ａ．支援の拠点整備 

改正された第 10 条においては、「市区町村は児童等に対する支援を行うための拠点整備につと

める」とされた。拠点においては、「児童家庭に関する実情の把握、情報の提供、相談対応、調査、

指導、関係機関との連絡調整を一体的に担うことを想定。子育て世代包括支援センターを兼ねる

ことも可能（物理的にあらたな施設を設置するだけでなく、既存の機関、施設を活用しつつ拠点

として機能を明確化）、併せて市区町村レベルで上記の業務を一体的に行う事業の創設を検討との

ことである」と説明される。 

改正前の「新たな子ども家庭福祉のあり方委員会」においては、支援拠点のとらえ方について

は、2 つの立場が交錯して論じられた。1 つは、すべての子どもを対象にする拠点として、保健セ

ンター、地域子育て支援事業等、要保護児童対策地域協議会を含めて支援拠点とする立場（一括

型とする）である。2 つめは、虐待対応における市区町村が 9 割を占め在宅支援の強化策を検討

することになったいきさつから「すべての子どもを対象とした予防的な立場からの保健体制と地
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域子育て支援事業と、ハイリスクをも射程にいれた要保護児童対策地域協議会調整機関を含む相

談対応の拠点とする」立場（分担型とする）である。「市区町村の新たな支援の整備」については、

小規模人口での仕組の在り方と、大規模人口での仕組の在り方が同時に論議されてきたため、今

回の法改正後の施行に向けて整理が必要となろう。 

「新たな子ども家庭福祉のあり方委員会」報告書では、「地域子ども家庭支援拠点の整備」では

分担型が主流として説明がされていた。 

「『新たな子ども家庭支援体制』については、市区町村の基盤整理のため『地域子ども家庭支援

拠点』を整備する。『地域子ども家庭支援拠点』は、保健センターやその他部署、民間団体と協力

し子ども子育て支援事業、子ども家庭の福祉的相談、要保護児童とその家庭や虐待により措置対

象となった子どもと家庭の在宅支援などを行う。また要保護児童対策地域協議会調整機関の役割

を担う。在宅支援を適切に行うため在宅・通所支援を積極的に活用し、家事援助を含む生活全般

にわたる在宅支援、民間団体、医療機関等による通所支援を受けさせることができるとする。『分

離をともなわない養護相談』、『育成相談』、『措置を伴わない非行相談』は主として住民に身近な

市区町村の地域子ども家庭支援拠点が担い、『健康相談』は市区町村保健センターが担うこととす

る。また、障害相談は市町村が児童発達支援センターを活用し、療育手帳は 医療型児童発達支

援センターや医療機関で検査を行う。要保護児童への在宅支援機能と、さまざまな社会資源を有

効に活用してソーシャルワークを行う機能が必要」と報告された。改正後の市区町村指針を作成

するにあたり、子ども家庭支援センターをモデルにすることとなった。 

整理すると、子育て世代包括支援センター、地域子育て支援事業、子ども家庭相談も含めて拠

点とする立場である一括型と、従来からすでにあった母子保健センターを中心とする子育て世代

包括支援センターと、要対協を要する子ども家庭相談の中心となる拠点の分担型に分かれる。一

括型において、妊娠期からの母子保健を中心にした子育て世代包括支援センターについてはすべ

ての親への支援が推し進められる点では重要であるが、子ども家庭相談や要保護児童対策地域協

議会調整機関との内部の連携体制充実は欠かせない。 

児童人口が多い市区町村では、従来分担型としてすでに発展させてきている保健センターを中

心とした子育て世代包括支援センターと要保護児童対策地域協議会を要する児童庭相談支援拠点

とした体制づくりを充実させていくこととなる。図 1 は、A 領域子育て世代包括支援センター（母

子保健中心で子育て相談も行う）.B 領域として子ども家庭相談を支援拠点（要保護児童対策地域

協議会調整機関も含む）とする 2 領域から構成される。 

また、基本となる関係は図 2 のように、子育て世代包括支援センターで中心になる母子保健コー

ディネーターと、子育てサービス（子ども子育て支援事業）の利用者支援事業担当者、子ども家

庭相談担当（虐待対応窓口）でもあり、要保護児童対策地域協議会調整機関が支援拠点となり支

援内の充実化が進められる。さらに調整機関から関係機関（医療、教育、障害、生活支援、司法
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など）の要保護児童対策地域協議会の連携により、包括的な支援が必要に応じて準備される。 

なお、子育て世代包括支援センターが母子保健にある場合には、そこで利用者支援事業が機能

する。しかし、基本型は子育て支援包括支援センター（多くは地域子育て支援拠点）として子ど

も・子育て支援にかかわる施設や事業と連携をするなど地域により異なる 8）。 

 

 

図 1．年齢に応じた支援  加藤整理案 

 

表 3．図 1 の領域

 

子育て世代包括支援センター

妊娠期 出産・退院 ０歳～６歳　 小学生 中学高校　自立へ

母子保健 妊婦健診 新生児訪問
一歳半健診・

３歳半健診
養護教諭・ＳＣ・ＳＳＷ A

地域子育て支援事業等 　　　　　　　　全戸訪問事業　

　　　　　　　　利用者支援事業 養育支援訪問事業　　　　　　　　　学童保育（放課後事業）

　　　　　　　　　保育　　　ファミリーサポート

　　　　　　　　　ひろば事業　　ショートステイ

　　　　　　　　　　　　　　　　　トワイライトステイ

　　　　　　　　　　　　地域にあるNPO活動

ニーズのある子どもへの支援事業 障害児　　　一人親　　　　　生活困窮

市区町村子ども家庭支援拠点 特定妊婦 B
（要保護児童対策地域協議会調整
機関）

要支援児童

　　　　　　　　 　要保護児童 　　　　　　　　　

子ども家庭相談担当（虐待通告窓
口）

　すべての子どもに関する相談にのる

家族再統合

児童相談所 児童福祉施設

す

べ

て

の

子

ど

も

を

対

象

に

一括型　　　　　A＋Ｂを一括して拠点とする立場

分担型　　     

AとＢはそれぞれ連携をしながら、Ｂを拠点とし機能させる

（家庭児童相談室など相談機能を発展させてきている自治体）

なお、支援拠点のモデルとなる東京都の子ども家庭支援センターは、基本は

Ｂに子育て支援事業の一部がセンタ―に整備されている形をとる。
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図 2．基本的な 3 者の連携（保健、福祉、子育てサービスの関係） 加藤整理案 

 

ｂ．市区町村支援のあり方  児童相談所との関係について 

改正された第 10 条の規定においては、市区町村の役割として相談・指導に「支援」が加わった。

子どもの安全のために家族全体を支援することが法定化され、子ども家庭相談担当（調整機関）

を拠点として設定する必要性について明記されたことには意味がある。 

ただ、児童相談所との役割分担をどのように考えるのかという点については、「新たな家庭児童

福祉のありかた委員会」で議論がなされた。市区町村支援と児童相談所の支援とはどう異なるの

かという点である。 

議論としては、「児童相談所は、保護が必要で介入が必要な場合や、重度事案や治療的ケアを扱

う。市区町村は育成、障害、軽微な非行を担当すべきではないか」という意見が提出された。し

かしながら、一方では、「介入の定義があいまいである。児童相談所機能や組織変更については時

間をかけて議論すべき、市区町村格差があり十分留意すべき、市区町村の財政的な基盤強化、人

員確保の整備、介入から保護、支援は 1 つの機関で一貫実施、共通アセスメントシートの開発が

必要。基礎自治体が何をしていくのかロードマップを作成することが必要である。その上で児童

相談所を論じるのが筋ではないか。つまり専門職配置の問題や研修が重要である。」の意見が提出

された。 

多くの論者が述べているように介入か、支援かといった時、支援についても介入つき支援もあ

るため、単にどちらかを担当するという二者選択ではなくまた同じ言葉を利用していても、意味

の取り方の違いも生じている。さらに支援自体も、保護者支援と同時に子どもへの支援を行って

いくことになり、具体的には養育支援、家族支援、包括支援などが期待されているが、支援その

ものの整理と体系化が必要となるのではないかと考える 9）。 

今後の課題は「支援」、「介入」の意味を明確にしたうえで、共通の言葉としていくこと、さら

母子健康サービス
（母子保健総括支援事業）

母子保健コーディネーター  子ども家庭相談（虐待対応窓口）
 要保護児童対策地域協議会    児童相談所
   特定妊婦・要支援

   要保護児童（被虐待施設退所児童含む）

住民提供 調整機関担当者    　児童福祉施設

子育て支援
　事業提供 　保育所・学校
　健全育成
利用者支援担当者 医療機関など

連絡・連携

支援拠点

子ども世代包括支援センター
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に実践や事例を重ねたうえで、両者がどのように協働していけるのかを明らかにしていく作業が

必要となる（中核市で児童相談所をもった場合には、どのような役割分担が可能となっていくの

かとも関連する）10）。 

 

ｃ．共通のリスクアセスメントシート 

市区町村支援の前に、児童相談所との役割関係、特に通告後の役割分担をどのようにするのか

については、共通のリスクアセスメントシートを利用したうえで、主たる機関を決定することと

なった 11）。 

評価すべきは、共通のリスクアセスメントシートを利用することで課題共有や役割分担を明確

にする目的がある。またその後、当事者のニーズ理解を深め、地域の関係機関とともに支援の可

能性を見出せる点である。要保護児童対策地域協議会の実務者会議や進行管理会議がうまく機能

している基礎自治体は、児童相談所が主担当するケースか、市区町村が担当するケースかを協議

できている 12）。しかし地域によっては、「新たな子ども家庭福祉のあり方委員会」では、当初児

童相談所と市区町村の役割があいまいで二重行政にならないかという議論が出ていた。つまり十

分に実務者会議や進行管理会議が機能していない市区町村もあるため、共通のリスクアセスメン

トシートが提案され採用されることになった。なお、共通のリスクアセスメントシートはリスク

アセスメントの際の補助具である。十分な虐待理解を深めた専門職が利用できるものであること

を念頭に市区町村のレベルアップを図り、児童相談所と協働していくため共通語として利用すべ

きであり、研修の道具としても活用できる。両者をつなぐコーディネーター役が必要であり、次

に述べる要保護児童対策地域協議会・調整機関と関係してくる。 

 

ｄ．要保護児童対策地域協議会の調整機関の専門職配置 

第 25 条 1 第 6 項の改正で、「要保護児童対策地域協議会・調整機関の専門職配置」が新たに加

わった。「児童虐待防止の在り方委員会」や「子ども家庭福祉のあり方委員会」においても課題と

してあがり、専門職配置が法定化されることになった。市区町村職員である行政職が他の仕事と

兼任する例や、任期が短いため形骸化する傾向にある基礎自治体もあり、法改正により要保護児

童対策地域協議会・調整機関の専門職配置となった点は、一定評価される。支援の充実化に向け、

相談力と多職種多機関間連携である虐待防止のための支援ネットワーク構築化を確実にしていく

ことが必須であると、子ども虐待による死亡事例検証報告においても何度も指摘されている点で

あった。 

今後の課題は、一定の任期を保障し、職員配属時期をも配慮すること、調整機関内での役割分

担（相談者の役割、調整担当者の役割、事務担当の役割）などについて明確化する必要があろう。

調整機関が日頃から行う庁内外での地道な関係機関連携活動により支援ネットワークが促進され、
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結果虐待発生抑止され、支援の充実化につながることが期待される 13）。 

 

ｅ．検討規定について通告・初期対応システムの整備 

改正の検討規定に通告の在り方が検討されることになった。「新たな子ども家庭福祉のあり方委

員会」においては、虐待対応の検討委員会の後半で新たにトリアージや通告についての意見が提

出されることになった。児童相談所共通ダイヤル 189、児童相談所通告、市区町村通告のある中

でどのように取り扱うのかという議論であった。報告書から「改革案」と「反対案」を整理する

と、以下の点となる。 

【改革案】児童虐待対応の増加や児童相談所共通ダイヤル 189 の動きなどから、通告対応や初

期対応の仕組みを見直すべきである。通告相談を促す段階に入っており効率的な初期対応のため

には窓口を一元化し緊急性の判断や保護を前提とした介入型安全確認を行うか、保護を前提とし

ない支援型の安全確認を行うかの判断を行い初期対応とともに振り分ける、あるいは警察へ初期

対応を依頼するといった機能を持つ通告受理機関を整備する必要がある。モデル的取組を実施す

る。通告受理機関は最低一カ所とすべき。独立に設けることを目指す、またこの機能を児童相談

所の外部に置くかどうかを議論すべきである。 

【反対案】市町村通告も増加しているので、関係機関からの通告は残すべきである。ＤＶは市

町村にも通告すべきである。設置は自治体へ自由を持たせるべき、電話相談による情報のみでは

アセスメントし判断するのは困難である、振り分けを行うには情報確認した上で必要（ヒヤリン

グでの児童相談所長も含む）一般通告は児童相談所共通ダイヤル 189 で、要保護児童対策地域協

議会への通告は市町村を基本とする。現行法律規定を維持する。 

以上、通告に関しては、従来どおり市区町村においても受けることになっているが、さらに検

討されていく項目である。 

 

ｆ．市区町村における調査・研究 

今回の法改正では、早期発見、初期対応に重点が置かれているが、今後の支援の在り方につい

ても、サービスとの兼ね合いや効果評価をしていく必要があろう。筆者らの虐待事例の在宅支援

研究では、長期にかかるほど、関係機関やサービスを受けているが、当人たちの解決意欲はなく、

拒否的である傾向が強い内容にもなっている。要保護児童対策地域協議会の進行管理ケース分析

を通し支援の中身を検討していく必要がある。不登校問題、ネグレクトについても早急に解き明

かしていくことが求められる。短期・長期の支援についての調査分析が必要となる。また、親参

加型への支援のつみあげも大切であるが、第一段階として支援者は、子どもの安全のためのリス

クマネジメントする力や、同時にニーズを読み取る力、親との関係づくりなどいくつかの条件が

整っていく過程をへて可能となるのだろうと考える 14）。 
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４．被害児への自立支援について 

第 6 条の改正では自立支援事業においては、22 才までが認められるようになった。市区町村に

おける在宅事例の要保護児童対応は、18 歳になれば支援が終了することになってしまうが、18

歳以上においても、「子ども・若者支援ネットワーク」において支援が継続されていくことが保障

されていく仕組みづくりが必要となる。 

 

まとめ・終わりに 

本稿では児童福祉法改正は社会的養護に関する内容にはあまり触れなかったが、法改正後、基

礎自治体は里親理解のための啓発のキャンペーンを実施し、また一般市民の里親理解や養子縁組

家庭の理解の必要性についてすでに取り組み始めている。また、特別養子縁組については別部会

で論議が継続されている。 

今後の課題を整理しておきたい。 

１）虐待防止のために、市区町村は 10 年以上かけて地域の支援ネットワークを築きあげてきてい

る。ただし、職員配置の問題から、相談支援や調整機関として長く担当する人は極めて少ない。

よってその効果評価の実証はできていない。ただ、長年勤務している相談員によるいくつかの

成功例の報告例からは、地域での息長い支援が子どもを救う力になっている様子が伺える。 

２）児童相談所と市区町村（市区町村は虐待対応窓口）及び、子どもにかかわるすべての機関、

日頃からかかわる医療機関、保健、学校、民生児童委員、児童福祉施設、保育、司法、里親、

警察、消防局、NPO 等それぞれが支援のネットワークを活かしつつも、市の担当者にのみゆだ

ねるのではなく、役割分担を協働し常に進行管理会議・代表者会議においてもその支援評価を

していく姿勢を根付かせることである。 

３）今回の法改正は拠点を取り上げているが、今後は関係機関にそれぞれの機能をもつコーディ

ネーター役割がそれぞれ配置される必要があろう。コーディネーターの役割は、関係機関と日

頃から連絡をとりあい、進捗状況を把握しあえる関係づくりがある。また支援計画や目的を共

有し合えるケースマネジメントを推進していくにも関係づくりは重要となる。市町村の拠点事

業の提案、児童相談所機能についての検討、人材確保、研修体制についての整備などある一定

のガイドラインが出る予定であるが、すでに工夫されている地域においては、その地域の特徴

を生かすべきである。持たない地域は持っている地域から教えを乞い、学ぶ機会が設けられる

ことも大切である。市町村間交流を都道府県が推し進めるべきである。 

４）子育て世代包括支援センター、子育て支援センター、子ども家庭相談センターなど、名称が

似通っており、その機能が全くわからない状態となってしまっていることは住民からみると、

理解しづらい。転居すればその町の使い方に習熟しなければならなくなる。今後の全国共有で

きる名称工夫が待たれる。 
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５）調整機関は、相談担当者、調整担当者、事務担当者で成り立つ。拠点＝調整機関を兼ねると

いうことであれば、国の基準値は一定示されたが、調整機関担当者についての人数配分が入っ

ていない。要対協調整担当者についての人数配分も示すべきであると考える。さらに人員につ

いては、市区町村への相談も将来増加することが予測され人員の検討については、子ども家庭

相談件数での加算が必要となる。 

支援は長くかかる丁寧な仕事であるが、それが理解されていない行政で今後転勤や人員配置の

配慮がなされない場合、バーンアウトが生じることも懸念される。早期にスーパーバイザーを設

置し、研修体制を置くことで、負担軽減を図ることが必要となろう。拠点が調整機関を担うこと

になる。よって、今後は調整機関と相談担当者の役割についても明確にしていく作業が必要であ

る。任期も 5 年以上が複数担当するなど一定継続的な勤務形態を保障すべきであろう。市町村の

これからの審議会が 2016 年 9 月から発足し、意見書も提出されているが、要保護児童対策地域協

議会運営指針にはまだ反映されていない。今後の対応が望まれる 15）。 

（本稿は、2017 年 3 月 11 日開催の第 116 回児童虐待防止協会チャイルドアビューズ研究会で報

告をしたものを基に作成している。2016 年子ども虐待防止学会大会企画の「法改正における市町

村の支援的役割を考える」シンポジストをはじめ、多くの市町村職員との協議する機会を得るこ

とができた。仕組としては改革途中であり、一旦まとめとさせていただくことに感謝したい。） 
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12）在宅支援の場合の共通アセスメントは、リスク把握と同時に、ニーズをどのように把握していくのかと

いう協議が必要となる。この場合には相談者のストレングスをみながら、どのようにエンパワーメント

させていくのかという課題をも共にみていく内容を持たせる。またその際に利用するのが、在宅アセス

メント研究会「在宅支援アセスメント指標」であるが、これについてはアセスメントポイントから、支

援内容も明記していくものである。「地域における虐待事例の重症度化予防介入モデル研究」（分担代表

加藤曜子）平成 25 年度総括・分担研究報告書『児童虐待の発生と重症化に関連する個人的要因と社会的

要因についての研究』（研究代表藤原武男）においてアセスメント指標利用の効果を取りあげている。 

13）加藤曜子「市町村家庭相談と要保護児童対策地域協議会の運営」流通科学大学論集 Vol.28（2）2016.29-41.  

調整機関と相談機関の役割についての整理を試みた。調整機関役割は単に調整分担をするのではなく、

相談経験もありつつ臨床的知見をもつ専門職でありかつコーディネ-ターの役割、ケースマネジメントが

とれる職種として期待される。 

14）当事者参加は今後在宅支援においては、推進される方法論であるが、当事者参加を可能にする指標づく

りについては我が国においても、イギリスのネグレクトの指標を改良した岡山版「子どもが心配」や、

サインズオブセイフティアプローチも発展させつつある。 

15）平成 26 年 8 月より再び以下のワーキングで検討がされている。「児童虐待対応における司法関与及び特

別養子縁組制度の利用促進の在り方に関する検討会」、「子ども家庭福祉人材の専門性確保ワーキング

グループ」は引き続き「児童相談所業務の在り方に関する検討ワーキング」へ移行、「市区町村の支援

業務のあり方に関する検討ワーキンググループ」で構成されている。この作業内容については、執筆中、

公表分など決定していない点もあったため、本稿では触れていない。 

 


